
Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 27

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

R2.4.1時点市内児童入所人数（人）

120 45 45

71 11 69

102 16 124

99 15 114

41 9

82 12

106 4 計 1,085

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

4月1日時点入所無し

市
内

認定こども園金沢南保育園

市
外

2,551

施設型給付費（公立）公金振替分 127,236

地域型保育給付費 125,871

広域分給付費

施設型給付費 332,155

民間立保育所保育実施業務委託料 478,732

一般財源 375,893220,613 321,821 409,134 366,598

その他特財 00 0 0 0 0

31,21199,747 100,972 102,500 110,858

382,554

83,506

30,623 111,740 140,987 167,154 198,479

受益者負担
内

訳

国庫支出金 444,76857,304 219,224 267,365 325,467 395,342

県支出金 214,673

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 1,066,545408,287 753,757 919,986 970,077 1,059,881 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

幼児教育を希望する児童の保護者と保育を必要とする児童の保護者に教育・保育環境を提供することができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） （人） 達成率

R2目標

実績 1,085560 763 869 992 1,070
-

成
果
指
標

指標名称 特定教育・保育施設等利用児童数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

120.0%40.0% 86.7% 100.0% 113.3% 120.0%

R2計画

実績 186 13 15 17 18
15

達成率

活
動
指
標

指標名称 施設数
年度 Ｈ30 R1

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

1,507 1,436
1,555

説明（算式等） （人） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,3521,877 1,608 1,564

指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 就学前児童数
年度 R2Ｈ27

年度～ （期限の定めの無い事業）

目
指
す

状
態

子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、保護者の選択に基づ
き、多様な施設から適切な教育・保育環境を提供するとともに、特定教育・保
育等を受けた際には新制度に従い、当該費用についての給付費を適切に支
給する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働

目
的

子どもの数が減少傾向にある中で、「子ども・子育て支援新制度」に基
づき、子どものための教育・保育給付費の支給を行うことにより、幼児
期の学校教育・保育の提供体制の拡充と質の向上を図る。 事

業
内
容

幼児教育を希望する児童の保護者と保育を必要とする児童の保護者に
対して、法定代理受領を通じ、特定教育・保育施設等への子どものため
の教育・保育給付費を支給し、特定教育・保育等を提供する。

対
象

小学校就学前の幼児教育を希望する児童の保護者と保育を必要とす
る児童の保護者

予算コード 01-030201-1100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度

評価事業 説明事業

法令根拠 子ども・子育て支援法第１１条

条例・要綱等

評価区分

子どものための教育・保育給付支給事業

担当者 加藤　正継

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事務事業コード 211-101-36事務事業名
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

新庄保育園

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子ども・子育て支援新制度事業費（児童福祉）

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業

はぐくみ保育園

市
内

はぐくみ第２保育園

なかよし保育園

新庄ベビーホーム

ひまわり保育園

にこにこベビーホーム

中部保育所

泉田保育所

パリス保育園 認定こども園金沢幼稚園
市
内

新庄聖マルコ幼稚園

新庄幼稚園

向陽幼稚園

オープンハウスこんぺいとう

大手幼稚園

にこにこ東園

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-101-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S41 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ ■
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

＊新型コロナウィルス感染症の影響により、行事等の

中止や縮小があった。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

升形児童館 13 226 188

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 43,981

萩野児童センター 18 867 828

本合海児童センター 6 59 200

○児童館等入館児童及び年間利用者数 ※R3.3.31現在（人）

名称 児童数 一般児童利用延人数 一般住民利用延人数

事務事業名 児童館運営事業

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項４目

事務事業コード 211-102-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 五十嵐　真琴

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 児童福祉法第４０条

条例・要綱等 新庄市児童センター及び児童館の設置及び管理に関する条例・新庄市児童センター及び児童館の設置及び管理に関する条例施行規則

児童館等運営事業費 予算コード 01-030204-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

児童に健全な遊びを提供することでその健康を増進し、また情操を豊
かにすること

事
業
内
容

児童厚生員による集団生活の指導により、児童の健全な育成支援を行
う。また、母親等で連帯組織する「母親クラブ」に対し、各種研修会の参
加、地域住民参加による活動を展開するために補助金を支給する。
児童館の管理運営については指定管理者制度を活用し、地域で組織
した管理委員会を指定管理者として選定している。

対
象

３歳から５歳までの集団保育を希望する幼児並びに放課後児童、母親
クラブ

目
指
す

状
態

児童に健全な遊びの場を提供するとともに、集団的・個別的に指導しな
がら児童の健康を増進し、情操を豊かにする。また、母親クラブ等の地
域組織活動の育成助長を図り、児童の健全育成を行う。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 集団指導対象児童
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 6966 65 70 64 72
70

説明（算式等） （人） 達成率
活
動
指
標

指標名称 施設数（施設）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 33 3 3 3 3
3

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0%
成
果
指
標

指標名称 児童館等利用児童数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 3747 47 46 45 41
-

説明（算式等） （人） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

児童に健全な遊びの場を与え、集団的・個別的な指導を行うことにより、地域児童の健全育成が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

40,477 41,532 41,519 41,724 42,766

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

1,471

426,809 7,075 4,466 5,285 2,554

34,457 37,053 36,439 40,212

主な歳出の内訳

委員等報酬 9

消耗品費 1,329

修繕料 237

施設管理業務委託料 115

指定管理委託料 41,998

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 42,46833,668

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-102-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H12 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

交付施設 入所児童数 補助金

託児ルームＨＵＧ 4 人 4,701,700 円

こらっせ保育園 10 人 720,000 円

ふくだのやまあじさい保育園 18 人 372,000 円 ※R2.4.1現在

計 32 人 5,793,700 円 ※補助額には第2子・第3子以降保育料補助を含む

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 認可外保育施設乳幼児育成支援事業 事務事業コード 211-103-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 日塔　春香

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 564

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 児童行政事業費 予算コード 01-030201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

安心して子育てができる環境整備の一環として、認可保育所の補完的機能
である認可外保育施設の安定経営と多子世帯の経済的負担軽減、待機児童
対策として補助を行い、市全体の子育て環境の充実を図る。 事

業
内
容

入所児童の人数に応じた施設の運営費補助及び多子世帯の保育料を
一部補助するとともに、待機児童解消のため受け入れ人数に応じ上乗
せ補助を行う。

対
象

認可外保育施設設置者

目
指
す

状
態

多子世帯の経済的負担軽減及び待機児童対策として、認可保育所の補完的
機能である認可外保育施設が安定経営されている状態

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 認可外保育施設数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 38 4 4 4 3
3

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 交付施設数（施設）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 38 4 4 4 3
3

説明（算式等） 達成率 100.0%266.7% 133.0% 133.0% 133.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 入所児童数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 32289 67 69 37 25
80

説明（算式等） 達成率 40.0%361.2% 83.8% 86.3% 46.3% 31.3%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

認可外保育施設に経済的な支援を行うことにより、適切な保育環境を確保するとともに待機児童対策となった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 5,79437,034 15,730 17,646 10,622 6,079 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金 1,37218,517 7,304 6,241 3,131 2,157

受益者負担

8,426 11,405 7,491 3,922

その他特財

市認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金 5,794

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 4,42218,517

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-103-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H8 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《R2年度研究・研修会参加回数》

向陽幼稚園 1 回

金沢幼稚園 33 回

新庄幼稚園 11 回

新庄聖マルコ幼稚園 5 回

大手幼稚園 12 回

計 62 回

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

※ コロナウイルス感染拡大防止のため、令和
2年度は、各種研修会が中止になったり、参加
を自粛した園があったため、例年より減少傾向
にある。
その他、園内外の遊具、教材の購入や修繕な
どの環境整備利用された。

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 私立幼稚園教育振興事業補助金交付事業 事務事業コード 211-104-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐藤晃成

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 563

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市私立幼稚園教育振興事業費補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 １０款１項４目 私立学校振興対策事業費 予算コード 01-100104-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

就学前教育の充実と教職員の資質向上を図る。

事
業
内
容

市内の私立幼稚園において、幼児教育及び経営管理の調査･
研究・研修を行う場合に、事業費の2分の1以内（上限20万円）
の範囲内で補助金を交付する。

対
象

市内の私立幼稚園

目
指
す

状
態

私立幼稚園における教育環境の充実と教職員の資質向上を
図るために支援し、就学前教育の一層の振興を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 市内の私立幼稚園
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 55 5 5 5 5
5

説明（算式等） 市内の私立幼稚園数 達成率
活
動
指
標

指標名称 補助金交付私立幼稚園数（園）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 55 5 5 5 5
5

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 研究･研修会参加回数（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 62123 127 143 125 115
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

就学前教育の充実と教職員の資質向上に役立っている。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 1,000900 1,000 1,000 1,000 1,000 主な歳出の内訳

内

訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

1,000 1,000 1,000 1,000

その他特財

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 1,000900

私立幼稚園教育振興事業費補助金 1,000

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-104-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H25 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

(R3.3.31現在)

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

□

補助金

補助金 2 9 288,225

5 36 1,773,000

2

幼稚園

22 952,950

補助方法 施設数 人数 金額

免除 2 778,500

-

16

432,000

1,251,380

2,034,790

0

1,680,000

補助金認定こども園

金額

7,932,350

0

副食費分

公立保育所

認可保育所

認可外保育施設 補助金 1 8

幼稚園 補助金 0

地域型保育事業所 補助金 2 4

0

認定こども園 補助金 2 7

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 8,4120

主な歳出の内訳

第３子以降児童幼稚園等保育料無償化事業補助金 6,300

認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金 2,112

6,087 11,629 10,157 7,344

その他特財

受益者負担
内

訳

国庫支出金 7,392

県支出金

8,4127,392 6,087 11,629 10,157 7,344

成果（どのような状
態になったか）

多子世帯の経済的負担が軽減され、安心して子育てできる環境の推進が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

R2目標

137
説明（算式等） 達成率

134

成
果
指
標

指標名称 免除・補助人数
年度 R2Ｈ30 R1Ｈ28

100.0% 75.0%

実績 13347 109 130

Ｈ29

125.0%

R2Ｈ30

Ｈ27

12
説明（算式等） 達成率 100.0%66.7% 83.3%

Ｈ29 R2計画

実績 128 10 12 9 15

R1活
動
指
標

指標名称 補助金交付施設数
年度 Ｈ27 Ｈ28

説明（算式等） 達成率

R2見込

実績 229111 254 247 243 231
250

Ｈ30

その他　（

対
象
指
標

指標名称
第３子以降児童がいる子育て世帯
（第１子18歳未満、第３子６歳未満）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

多子世帯の経済的負担を軽減し、安心して子育てできる環境を推進す
る。
また、認可外保育施設に対して補助を行うことにより、認可施設との経
済的な負担の差を解消し、待機児童解消を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

子育てに係る保護者の経済的負担を軽減することにより、安心して子
どもを生み育てる環境づくりを推進する。

事
業
内
容

第3子以降児童（18歳未満の児童のうち出生の早いものから3人目以降
の児童）を対象に保育料・児童館等使用料の免除を行う。
また、幼稚園、地域型保育事業所、認可外保育施設が上記児童を対
象に保育料の免除を行った場合、施設に対し補助を行う。

対
象

第3子以降児童（18歳未満の児童のうち出生の早いものから3人目以降の児童）
が保育所、児童館・児童センターに入所している世帯。
また、子ども・子育て支援法の規定による確認を受けた幼稚園及び地域型保育
事業所、認可外保育施設で上記規定の児童の保育料を免除にした施設。

01-030201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市第3子以降児童保育料等免除事業実施要綱、新庄市第3子以降児童幼稚園等保育料無償化事業実施要綱、新庄市認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 児童行政事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 加藤　正継

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事務事業名 第３子以降の児童保育料免除事業 事務事業コード 211-105-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

免除

児童館・児童センター 免除 0 0

8 30

R1

企業主導型保育施設 補助金 1 1

保育料分 補助方法 施設数 人数

認可保育所

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業:多子世帯保育料免除事業

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

補
足
説
明

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

■

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-105-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 22

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

（単位：人）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

R2 121 民営化 71 192

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

会計年度任用職員手当 5,158

0

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

76,236

3,426

委託料 2,993

光熱水費

71,124

賄材料費 15,160

会計年度任用職員報酬 64,860

一般財源 93,545105,394 74,637 88,072

21,618

その他特財

0 0

受益者負担 11,12357,929 25,966 26,205 28,091

0 0内

訳

国庫支出金

県支出金 1,472

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 106,140163,323 100,603 114,277 104,327 92,742 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

安心・安全に保育できる環境を整え、公立保育所として地域の保育の中心的役割を果たし、児童の健全育成が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-- - - - -

R2目標

実績 00 0 0 0 1
0

達成率

成
果
指
標

指標名称 事故苦情件数（件）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2 2

100.0% 100.0%

Ｈ30 R1

2
説明（算式等） 達成率 100.0%150.0% 100.0% 100.0%

指標名称 施設数（施設）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 23 2 2

R2Ｈ27

1,555
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,3581,651 1,608 1,579 1,508 1,436

その他　（

対
象
指
標

指標名称 就学前児童数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

仕事等の社会的活動と子育ての両立を容易にするため、安心して子育
てができる環境を整備することにより、子育ての負担感を緩和するとと
もに、保護者の利便性と子どもの健やかな成長を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

児童福祉法に基づき、日々保護者の委託を受けて、保育の必要性の
ある児童の保育を行う。

事
業
内
容

保護者の就労や病気などで、家庭で保育できない児童を保護者に代
わって保育する。保育方針に基づき、入所児童一人一人の成長を図る
とともに、通常保育時間以外の延長保育の実施により、保護者の子育
てを支援する。

対
象

０歳から５歳までの保育の必要性のある乳幼児。

01-030203-0201

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 児童福祉法第24条

条例・要綱等 新庄市保育所設置条例・新庄市保育所管理運営に関する規則・新庄市保育所休所日に関する規程・新庄市保育の必要性の認定に関する条例・新庄市保育の実施に関する条例施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項３目 保育所運営事業費（児童福祉） 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐藤　晃成

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 563

事務事業名 市立保育所管理運営事業 事務事業コード 211-107-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

市立保育所入所人員　各年度４月１日当初

年度 中部 南部 泉田 計
H26 139 122 78 339
H27 125 123 83 331

H29 114 民営化 86 200
H28 114 民営化 86 200

R1 130 民営化 78 208
H30 126 民営化 89 215

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-107-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 27

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

事業毎延利用数（R2年度）

※新型コロナウイルス感染症の影響により、事業によっては大幅な減少となった。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

33,049新庄市地域子ども・子育て支援交付金補助金

その他特財

受益者負担 0490 830 814 712 642

県支出金 8,2579,089 9,872 9,846 10,120内

訳

国庫支出金 8,2579,092 9,872 9,846

一般財源 16,5359,100

16,041

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 33,04927,771 30,451 30,248 31,032 31,495 主な歳出の内訳

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

9,877

R1

10,287

4,525

説明（算式等） 達成率 100.0%33.3% 90.0% 90.0% 90.0% 100.0%

R2目標

実績 103 9 9 9 10
10

成
果
指
標

指標名称 支援事業実施施設数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率 66.7%66.7% 66.7% 66.7% 66.7% 66.7%

R2計画

実績 44 4 4 4 4
6

活
動
指
標

指標名称 実施事業数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 3,0003,502 3,415 3,285 3,193 3,109

その他　（

対
象
指
標

指標名称 0～11歳児童数（小学生以下）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

　各支援事業の実施により、すべての子育て世帯が就労と子育ての両
立ができるよう子育て支援の充実を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

　核家族化と共働き世帯の増加により、保育ニーズも多様化している。
安心して仕事と子育ての両立ができる環境の整備のため、子ども・子
育て家庭を対象として右記の事業を実施する事業者に必要な事業費を
補助する。

事
業
内
容

地域子ども・子育て支援事業の内
・地域子育て支援拠点事業
・一時預かり事業
・延長保育事業
・病児保育事業

対
象

市内子育て世帯

予算コード 01-030201-1100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度

評価事業 説明事業

法令根拠 子ども・子育て支援法第第59条

条例・要綱等 新庄市地域子ども・子育て支援事業費補助金交付要綱

加藤　正継

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分

事務事業コード 211-108-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者

26

9,742

補
足
説
明

事務事業名 地域子ども・子育て支援事業

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子ども・子育て支援新制度事業費（児童福祉）

年度～

5,352

304

延人数

100

22

実人数

一時預かり事業（一般型）

一時預かり事業（幼稚園型）

延長保育事業

実人数

13 38

3,680

10,120

10,080

病児保育事業

成果（どのような状
態になったか）

各種事業の実施により、安心して仕事と子育ての両立ができる環境を整備することが出来た。

年　　度 R2

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-108-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

○ ○ ● ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 27

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○子ども・子育て会議

第１回　書面会議　 ・教育・保育施設の新制度への移行状況について

・新型コロナウイルス感染症に係る各種対応について

・令和２年度子育て推進課主要事業について

第２回　12月18日　 ・新型コロナウイルス感染症対策に係る各種事業について

・新庄市公立保育所の今後の有り方について

第3回　2月22日　 ・新庄市公立保育所整備に関する方向性について

・特定教育・保育施設等の利用定員の設定に係る意見聴取

・令和3年度子育て推進課（重要事業）の概要について

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

事務事業名 子ども・子育て支援事業計画関連事業

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子ども・子育て支援新制度事業費

事務事業コード 211-110-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 三原　みゆき

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 子ども・子育て支援法

条例・要綱等

予算コード 01-030201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

乳幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に進
める仕組みとして、国の基本指針に即した計画を策定し、実施する。

事
業
内
容

子ども・子育て支援法第６１条に基づく市町村事業計画を策定し、各種
事業を実施している。

対
象

全ての子育て世帯

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

総合計画との整合性を図りながら、本市が今後進めていく子育て支援
施策の方向性及び目標を定め子育て支援の環境整備を実施する。

実
施
形
態

市直営

3,193 3,247

その他　（

対
象
指
標

指標名称 0～11歳児童数（小学生以下）
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績 2,9963,502 3,415 3,285

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 33 2 4
-

説明（算式等） 達成率

指標名称 計画策定に係る会議等の公表回数（回）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2 5

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 -
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2目標

実績
-

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

第2期新庄市子ども・子育て支援事業計画は、今後の子育て支援事業を推進する指標となり、教育・保育の利用定員等の見込に対
応した提供体制の確保に繋がっている。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 4581 63 129 2,006 271 主な歳出の内訳

内

訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

委員報酬 45

一般財源 4581 63 129 2,006 271

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系内外に属さない事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-110-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 R1 年度 ～ 終期 R2 年度

○

２．事務事業の概要

□ □ □
□ □ ■
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

・R1年度調定額 　2,667,000円 （H31.4月からR1.9月の6か月分使用料）

・R1.10月からR2.3月の6か月分無償　3,136,900円

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00

その他特財

受益者負担
内

訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 00 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

説明（算式等） （人） 達成率

Ｒ２目標

実績 3241

成
果
指
標

指標名称 児童館等利用児童数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0%

Ｒ２計画

実績 33
3

活
動
指
標

指標名称 施設数（施設）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

70
説明（算式等） （人） 達成率

Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２見込

実績 6972

その他　（

対
象
指
標

指標名称 地域別集団指導対象児童
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

児童館・児童センターを利用する保護者の経済的負担を軽減し、安心
して子育てできる環境づくりを推進し、国が実施する保育料無償化対象
施設との経済的負担の差を解消する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

児童館・児童センターを利用する保護者の経済的負担を軽減すること
により、安心して子どもを産み育てる環境づくりを推進する。

事
業
内
容

令和元年１０月から実施された保育料無償化に合わせ児童館・児童セ
ンターの使用料を免除する。

対
象

児童館・児童センターにおける集団指導対象児童の世帯。

01-030204-0200

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和２年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 児童福祉法第４０条

条例・要綱等 新庄市児童センター及び児童館の設置及び管理に関する条例

予算・事務事業名 一般会計 3款2項4目 児童館等運営事業費 予算コード

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 有江　徹

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 児童館等使用料免除事業 事務事業コード 211-111-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 令和元年10月から保育料を無償としたため、令和元年度をもって事業は終了している。

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-111-36（R1実績評価）



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 31

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

・補助要件対象児童数（R２)

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

なかよし保育園 2 2

パリス保育園

1

1

申請児童数

3

5

1

1

（要件該当児童数）

3

5

施設名

新庄保育園

金沢南保育園

はぐくみ保育園

その他特財

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

障がい児保育支援事業費補助金（市単） 8.158

一般財源 8,1586,329

受益者負担
内

訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 8,158－ － － － 6,329 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

補助金の交付により、障がい児を受け入れる保育施設の負担軽減に寄与し、保育環境の充実につながった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

説明（算式等） 達成率 －－ － － － －

Ｒ２目標

実績 12－ － － － 8
－

成
果
指
標

指標名称 補助対象児童数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

説明（算式等） 民間立保育所・認定こども園数 達成率 62.5%－ － － － 50.0%

Ｒ２計画

実績 5－ － － － 4
8

活
動
指
標

指標名称 補助金交付施設数（施設）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

1,555
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２見込

実績 1,352－ － － － 1,436

その他　（

対
象
指
標

指標名称 就学前児童数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

障がい児について適切に保育士を配置した保育施設に対して補助金を
交付することにより、児童福祉の増進を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

民間保育施設において、一人ひとりの子どもの発達過程や障がいの状
況を把握し、適切な環境の下で保育を実施するため。

事
業
内
容

・左記対象について、基準により配置する保育士・幼稚園教諭のほか、
対象児童１人または２人に対し、１名以上を配置する場合に、補助金を
交付する。
・算定方法：月額76,250円×各月初日の対象児童の人数×入所月数

対
象

・保育を必要とする２号・３号認定者で、以下の要件に合致する児童を受け入れ
ている認可保育所または認定こども園
・要件：（１）身体障害者手帳が交付されている（２）療育手帳が交付されている
（３）特別児童扶養手当を受給している（４）児童相談所の判定書、医師の申請書
等により、身体面、情緒面等において、継続的にな支援が必要と認められる

01-030203-0208

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和２年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準　等

条例・要綱等 新庄市障がい児保育支援事業費補助金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項３目 特別保育事業費（児童福祉） 予算コード

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 561

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 須貝香央里

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 障がい児保育支援事業 事務事業コード 211-112-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-112-36（R1実績評価）



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 2 年度 ～ 終期 2 年度

○ 平成 27

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

・補助事業の内容

（対象事業） ・月1回以上定期的に、子どもに無料または定額で食事を提供すること

・常時責任者を配置し、安全に配慮して実施すること

・営利を目的とするものでないこと

（補助金額） 補助対象経費の1/2（上限15万円）

・周知内容 広報掲載2回、ホームページ掲載、関係機関に子ども食堂を紹介するチラシを配布し情報提供を行った

・新型コロナウイルス感染症の拡大により、既開設中の2か所の子ども食堂の実施形態は弁当配布により行われ、

参加人数を制限するなど影響があった

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

一般財源 0

その他特財

受益者負担
内

訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 0 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

現在2か所に地域食堂が開設されており、新規の子ども食堂の開設について、広報・ホームぺージ・関係機関への情報提供を行っ
た。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

0.0%

R2目標

実績 0
1

達成率

成
果
指
標

指標名称 子ども食堂新規開設数
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

指標名称 子ども食堂実施回数
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 31

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 5,003

その他　（

対
象
指
標

指標名称 18歳未満の児童数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

さまざまな家庭環境で暮らす子どもたちが、地域と繋がり、健やかに育
つ環境づくりを実施する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

地域の子どもたちを対象に、「食」の提供を通して、安心して過ごせる子
どもの居場所づくりを推進する。

事
業
内
容

子どもに食事及び交流の場を提供する子ども食堂を開設する団体に対
し、補助金を交付する。

対
象

子ども食堂を開設する団体

予算コード 01-030201-0001

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度

評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市子ども食堂開設支援事業補助金交付要綱

三原　みゆき

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分

事務事業コード 新規
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者

事務事業名 子ども食堂支援事業

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 児童行政事業費

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-110-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 R2 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

補
足
説
明

認可保育所

R1

企業主導型保育施設 補助金 2 5

保育料分 補助方法 施設数 人数

免除

児童館・児童センター 免除 0 0

5 17

事務事業名 第２子保育料半額免除事業 事務事業コード 新規
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 加藤　正継

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市第２子保育料半額免除事業実施要綱、新庄市第２子保育料半額補助事業実施要綱、新庄市認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金交付規程

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 児童行政事業費 予算コード 01-030201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

子育てに係る保護者の経済的負担を軽減することにより、安心して子
どもを生み育てる環境づくりを推進する。

事
業
内
容

第2子（18歳未満の児童のうち出生の早いものから2人目の児童）を対
象に保育料の半額免除を行う。
また、幼稚園、地域型保育事業所、認可外保育施設が上記児童を対
象に保育料の半額免除を行った場合、施設に対し補助を行う。

※免除・補助の対象となるのは、国が定めた基準により利用者負担額
が半額になっている者以外

対
象

第2子（18歳未満の児童のうち出生の早いものから2人目の児童）が保育所に入
所している世帯。
また、子ども・子育て支援法の規定による確認を受けた幼稚園及び地域型保育
事業所、認可外保育施設で上記規定の児童の保育料を半額免除した施設。

目
指
す

状
態

多子世帯の経済的負担を軽減し、安心して子育てできる環境を推進す
る。
また、認可外保育施設に対して補助を行うことにより、認可施設との経
済的な負担の差を解消し、待機児童解消を目指す。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
第２子以がいる子育て世帯
（第１子18歳未満、第２子６歳未満）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 R2見込

実績 423
-

Ｈ30

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 補助金交付施設数
年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 R2計画

実績 12

R1 R2Ｈ30

Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

実績 37

Ｈ29成
果
指
標

指標名称 免除・補助人数
年度 R2Ｈ30 R1Ｈ28 R2目標

説明（算式等） 達成率

成果（どのような状
態になったか）

多子世帯の経済的負担が軽減され、安心して子育てできる環境の推進が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

1,739

内

訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

0 0 0 0

その他特財

主な歳出の内訳

新庄市第２子保育料半額補助事業補助金 806

認可外保育施設乳幼児育成支援事業費補助金 933

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 1,7390

地域型保育事業所 補助金 2 3

0

認定こども園 補助金 2 4

認可外保育施設 補助金 1 8

幼稚園 補助金 0

金額

2,735,690

0

※R2年度実績

-

324,000

263,305

542,190

0

609,300
(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-105-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 R2 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

利用対象施設：1施設

利用対象施設名：オープンハウスこんぺいとう

病児保育事業利用料：2,500円／1回

延べ利用回数（35回）内訳：4月～9月分（12回）　　10月～3月（23回）

利用児童の所属施設内訳：

延べ利用回数35回中、小学校5、養護学校4、幼稚園・保育所7、小規模保育施設19、その他0

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 4400 0

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

200

主な歳出の内訳

利用料の半額1,250円×35回分 44

0 0

その他特財

受益者負担
内

訳

国庫支出金

県支出金

Ｈ29 Ｈ30 R1

44

R2目標

説明（算式等） 達成率 17.5%

成
果
指
標

指標名称 病児保育事業利用回数
年度 R2Ｈ30 R1Ｈ28

実績 35

Ｈ29

R2Ｈ30

Ｈ27

1
説明（算式等） 達成率 100.0%

Ｈ29 R2計画

実績 1

R1活
動
指
標

指標名称 対象施設
年度 Ｈ27 Ｈ28

説明（算式等） 達成率

R2見込

実績 2,110
2,110

Ｈ30

その他　（

対
象
指
標

指標名称 生後3カ月から小学3年生までの児童
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

事業の浸透により仕事と子育ての両立支援の一助となるとともに、保
護者の経済的負担が軽減され病児保育事業を利用しやすい状態。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

病児保育事業を利用する児童の保護者に、利用料の一部を助成する
ことにより、保護者の経済的負担軽減を図り、仕事と子育ての両立を支
援するとともに、児童福祉の充実を図る。 事

業
内
容

病児保育事業を利用した児童の保護者の交付申請に基づき、利用料
の半額を助成する。

対
象

新庄市に住所を有する病児保育事業を利用した児童の保護者

01-030201-0100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市病児保育事業利用料助成金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 児童行政事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 日塔　春香

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 564

R1

事務事業名 病児保育事業利用料半額助成事業 事務事業コード 新規
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

統合後の事務事業：

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

子育て世帯の仕事と子育ての両立支援と経済的負担軽減が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

新規(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S49 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ ■
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

定員 児童数 定員 児童数

19 16 60 59

40 51 80 79

60 58 25 23

45 52 40 40

16 16

394 ※Ｒ２年５月１日現在

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

施設名 施設名

中央学童保育所

日新放課後児童クラブ

北辰学童保育所

児童数計

金沢学童クラブ

はぐくみキッズ放課後クラブ

なかよし放課後学童クラブ

ひまわり放課後児童クラブ

にこにこ城南放課後児童クラブ

萩野放課後児童クラブ

（備品購入費）日新エアコン、明倫開設準備備品、コロナ対策備品 4,164

（需用費）修繕費、コロナ対策消耗品費 2,820

（委託料）放課後児童対策事業委託料、施設管理業務委託料等 53,312

（工事請負費）（仮）新庄小学校放課後児童クラブ開設工事 33,319

分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 60,10615,357

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

分割後の事務事業名：

（負担金補助及び交付金）放課後児童健全育成事業費補助金　等 46,911

19,059 20,015 20,774 16,044

10,586

その他特財

12,819 13,516 13,666 13,474 13,185

16,446 17,110 20,182 21,107 25,172

受益者負担
内

訳

国庫支出金 35,49715,532 16,327 19,385 20,138 31,150

県支出金 34,774

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 140,96360,154 66,012 73,248 75,493 85,551 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

昼間、保護者のいない小学生の放課後の安心・安全に保育できる環境を整え、児童の健全育成が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2目標

実績 394347 358 365 379 385
-

成
果
指
標

指標名称 利用児童数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率 90.0%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 90.0%

R2計画

実績 910 10 10 10 9
10

活
動
指
標

指標名称 施設数（施設）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

1,640
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,6251,938 1,844 1,766 1,742 1,673

その他　（

対
象
指
標

指標名称 小学校就学児童数(５月１日現在)
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

放課後児童クラブの安定経営により、安心・安全な保育環境の充実を図
る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

地域における昼間保護者のいない家庭の小学生の保育を行うことにより、
これら児童を事故や非行から守り、健全な育成を目指すとともに、保護者
がが安心して働けるようにする。 事

業
内
容

市設置の学童保育所４ヶ所を市社会福祉協議会へ委託し、民間学童保育所6
箇所に補助をおこない、以下の事業を実施し、児童の健全育成を図る。
①利用児童の健康管理、安全確保、情緒の安定を図る。
②遊びの活動への意欲の向上。
③遊びを通し自主性・社会性・創造性を培う。
④家庭や地域で遊びの環境づくり支援。対

象

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校１～６学年までの児童

01-030201-1100

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 子ども子育て支援法第５９条

条例・要綱等 新庄市放課後児童健全育成事業実施要綱　新庄市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子ども・子育て支援新制度事業費（児童福祉） 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐藤　晃成

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 563

事務事業名 放課後児童健全育成事業（学童保育） 事務事業コード 211-201-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-201-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H29 年度 ～ 終期 R3 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

明倫学区義務教育学校併設放課後児童クラブ整備事業

・平成２９年度：基本設計業務委託料 1,812 千円

・平成３０年度：実施設計業務委託料 6,408 千円

・令和元年度：工事監理委託料前払い 423 千円

・令和元年度：建設工事請負費前払い 29,095 千円

・令和２年度：建設工事請負費前払い 16,052 千円

・令和３年度：6月開校、放課後児童クラブ開所

（令和２年１０月着工・令和３年５月完成予定）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

■

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他 施策体系内外に属さない事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 明倫学区義務教育学校併設放課後児童クラブ整備事業 事務事業コード 211-202-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 有江　徹

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 児童行政事業費 予算コード 01-030201-0001

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

明倫学区における小学校児童の放課後の安全安心な活動場所を提供す
る。

事
業
内
容

令和３年４月に開校する明倫学区義務教育学校に通学する６年生まで
の児童を対象とした明倫学区義務教育学校に併設する放課後児童クラ
ブの工事を行う。

対
象

明倫学区義務教育学校併設放課後児童クラブ　利用者

目
指
す

状
態

令和３年４月に開校する明倫学区義務教育学校に通学する６年生までの児
童を対象とした明倫学区義務教育学校併設放課後児童クラブの整備。
定員は６０名。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 放課後児童クラブ利用人数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 00 0 0
60

説明（算式等） 年度末(計画定員） 達成率
活
動
指
標

指標名称
H３０年までは設計業務委託
R 1からは工事出来高

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 92.21 1 17.2
100

説明（算式等） 年度末（％） 達成率 92.2%100.0% 100.0% 17.2%
成
果
指
標

指標名称 放課後児童クラブの設置
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 00 0 0
1

説明（算式等） 年度末 達成率 0.0%0.0% 0.0% 0.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

令和２年度に完成予定であったが、新型コロナウィルス感染拡大などの影響により、工期が令和３年５月１５日まで延長となった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 17,8681,812 6,408 29,518 主な歳出の内訳

内

訳

国庫支出金 9,3227,908

県支出金 2,3301,976

受益者負担

17,400

0 1,812 6,408 2,234

その他特財 0

建築工事費 16,052

測量設計業務委託料 1,816

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 6,2160

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-202-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

● 令和 2 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

・対象学区　新庄小学校 ・総工費　33,319,000円

・定員　40人 ・工事面積　184.95㎡

・職員　  3人 ・完成 　令和3年3月19日

※新庄市社会福祉協議会へ委託

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

■

□

■新庄放課後児童クラブ概要

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 新庄小学校併設放課後児童クラブ開設工事事業 事務事業コード 新規
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 有江　徹

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 562

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 児童行政事業費 予算コード 01-030201-0001

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

新庄小学区における小学校児童の放課後の安全安心な活動場所を提供す
る。

事
業
内
容

新庄小学校に通学する６年生までの児童を対象とした新庄小学校に併
設する放課後児童クラブの工事を行う。

対
象

新庄小学校通学児童

目
指
す

状
態

新庄小学校に通学する６年生までの児童を対象とした新庄小学校併設放課
後児童クラブの整備。
定員は４０名。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 放課後児童クラブ申込人数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 36
40

説明（算式等） 年度末(計画定員） 達成率 90.0%
活
動
指
標

指標名称 工事出来高
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 1
100

説明（算式等） 年度末（％） 達成率 100.0%
成
果
指
標

指標名称 放課後児童クラブの完成
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 1
1

説明（算式等） 年度末 達成率 100.0%

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

小学校と併設したことで、通所時の安全性の確保、より良好な保育環境の提供とともに仕事と子育ての両立支援を図ることができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 33,319 主な歳出の内訳

内

訳

国庫支出金 4,000

県支出金 4,000

受益者負担

0 0 0 0

その他特財 0

開設工事費 33,319

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 25,3190

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-202-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

1

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H12 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

利用状況内訳
(人）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

コロナウイルス感染拡大防止対策のため、4/1～5/24まで臨
時休業、8/1～県内居住者のみの利用に、3/26～には最上郡
内者のみの利用とし、入場制限も設けたため、令和2年度の利
用者数は、減少した。

（需用費）修繕料・消耗品費 181

R2 10,784 1,274 650 12,708

19,983

（報酬）会計年度任用職員報酬 2,101

22,451

主な歳出の内訳

（使用料及び賃借料）使用料及び賃借料

795

（備品購入費）備品購入費

（委託料）施設管理業務委託料

668一般財源 24,16221,999 21,735 21,929 22,356

その他特財

受益者負担 01,154 1,243 1,005 887 871

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

24,16227,562 22,978 22,934 23,243 23,322

4,409

成果（どのような状
態になったか）

天候に関わらず、児童が安全に遊ぶことができる場所が確保された。また、子育てを行う保護者に対し交流の場を提供することにより、子育ての不
安解消に寄与した。

29,892
R1

R1 事業費の算出根拠（R2）

24,260 4,772

33,342 6,685 2,229 42,256

Ｈ３０

内

訳

国庫支出金

事業費　・・・　①

年　　度

県支出金

43,135

補
足
説
明

21,543 5,377 2,972

郡内 郡外 計
Ｈ２７

Ｈ２９ 25,772 5,782 2,725 34,279

市内

Ｈ２８ 33,045 7,090 3,000

達成率 107.8% 85.7% 74.7% 80.3%

12,70842,256 43,135 34,279

指標名称 開設日数（日）

実績 29,892 32,105

Ｈ28 Ｈ29

Ｈ30 R1Ｈ28

活
動
指
標

説明（算式等）

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 利用人数（人）
年度 R2目標

31.8%105.6%

Ｈ27

314

Ｈ30

Ｈ29

R1

40,000

100.1% 90.4%99.0% 99.4%

R2Ｈ27

90.4%99.4%

R2計画

実績 283311 310 311

年度 R2

283
313

R2見込

実績 2,4362,909 2,813 2,734 2,611 2,502
-

達成率

子育てを行う保護者(祖父母も含む）に、交流の場や子育てについての
情報交換を図る場を提供する。また、子育てに対して、精神的にも安心
で安全な居場所となれるような環境をつくる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

対
象
指
標

指標名称 ０～９歳までの児童数
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1

説明（算式等）

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 年度～

目
的

児童の健全育成に資する環境を整え、充実した子育てが行える環境を
つくるため、降雪期や雨天時にも遊べる児童の遊び場の設置及び子育
てを行う保護者の交流の場の提供を行い、児童とその保護者が随時利
用できる体制を整える。

事
業
内
容

市中心街にあるビルの一部を借りて、降雪期や雨天時にも遊べる屋内
型の児童の遊び場を設置して、児童とその保護者が利用できる環境を
整備する。

対
象

０歳から小学校３年生位までの児童及びその保護者

事務事業名 わらすこ広場管理運営事業 事務事業コード 211-301-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

法令根拠

条例・要綱等 新庄市わらすこ広場の設置及び管理に関する条例及び条例施行規則

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 わらすこ広場管理運営事業費 予算コード 01-030201-0800

施策名 子どもの保育・教育環境の充実 内線 563

説明事業事業区分 独自事業 法定事業 内部事業

3,073 32,105

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者

評価区分 評価事業

（期限の定めの無い事業）

その他　（

佐藤　晃成

開始年度

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

211-301-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S48 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

レセプト件数 （件）

平成２６年１２月より、小学４年生～中学３年生の外来分及び３歳以降の一部負担金について市で負担し、

医療費無償化の市単事業を開始

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

57,041

R1H３０

60,457

H２９

59,598

手数料（県単894）（市単452）

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

128

通信運搬費 343一般財源 59,96782,483 81,537

1,346

消耗費

協力費（県単1,397）（市単706） 2,103

医療給付費（県単48,386）（市単34,015） 82,401

77,663 80,258 73,098

主な歳出の内訳

その他特財 1,0171,661 881

受益者負担

38,392 35,171 33,721 35,564

1,908

31,909内
　
訳

国庫支出金

県支出金 25,337

事業費　・・・　① 86,321120,875 116,708 113,045 116,703

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

医療証の交付を受けた子どもに係る医療費を無償化することにより、当該世帯の経済的負担の軽減が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

R2目標

実績 82,401115,403 111,145 107,786 111,464 101,838
-

達成率

成
果
指
標

指標名称 給付額（千円）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

4,177 4,002

Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

指標名称 子育て支援医療証交付者（人）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 3,8734,655 4,519 4,323

R2Ｈ27

4,099
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 3,9374,790 4,585 4,442 4,256 4,088

その他　（

対
象
指
標

指標名称 15歳未満の人口（４月１日現在）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

乳幼児等を抱える世帯の経済的負担の軽減が図られる。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

医療保険の自己負担額を助成することにより、乳幼児・児童を抱える世
帯の経済的負担の軽減を図る。

事
業
内
容

未就学児～中学３年生までを対象とし、対象者の医療機関での窓口負
担を軽減することにより経済的負担を軽減することを目的としている。
０歳～小学３年生の外来、入院と小学４年生～中学３年生の入院につ
いては、県単事業のため県から1/2の補助がある。（３歳から所得制限
による自己負担有（第三子は自己負担なし））
なお、市の単独事業において、未就学児～中学３年生の外来、入院の
窓口負担を無料とするために、県単事業で所得制限により発生する自
己負担や、小学４年生～中学３年生の外来分を負担している。

対
象

市内に住所を有する中学３年生までの児童

01-030201-0400

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市医療給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子育て支援医療給付事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 和田　充人

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 544

事業費の算出根拠（R2）

106,915

事務事業名 子育て支援医療給付事業 事務事業コード 212-101-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課

H２３ H２４ H２５ H２６

32,380 38,390 40,655 45,893

R2

42,774

H２８

63,607

H２７ 

64,661

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

212-101-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H28 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《小児慢性特定疾病》

悪性新生物・慢性腎疾患・慢性呼吸器疾患など17の疾患群が認定されている。

補助対象器具：特殊寝台、入浴補助用具、電気式痰吸引器など

（H28実績内容）「電気式痰吸引機」

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付費 0

一般財源 00 21 0 0

主な歳出の内訳

その他特財

0

0

20 0 0 0

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

041 0 0 0

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

受給者がいなかったため。日常生活用具の給付はなかった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

R2目標

実績 01 0 0 0
-

達成率

成
果
指
標

指標名称 受給者数（人）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

- -

Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

指標名称 ー
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 -- -

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 ー
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

小児慢性特定疾患児童のいる世帯の経済的負担の軽減と当該児童の
快適な日常生活の確保。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

小児慢性特定疾患児童等の福祉の向上を図る。

事
業
内
容

小児慢性特定疾病児童に対し、日常生活用具の給付を実施する。

対
象

小児慢性特定疾患児童であって本市に住所を有するもの

01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠 児童福祉法第19条の3第3項

条例・要綱等 新庄市小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 3款2項1目 小児慢性特定疾患日常生活用具給付事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 和田充人

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 544

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

事務事業名 小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業 事務事業コード 212-104-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

212-104-36(R02実績評価)



Ｒ 2 1 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

○ ● ○ ○ ●

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 25

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○対象要件

県内に居住する未熟児であって、医師が入院養育を必要と認めたもの。

・出生時体重が2,000ｇ以下のもの　　・生活力が特に薄弱であるもの

○助成内容

・保護者負担額については、世帯の所得に応じ階層区分を決定する（階層区分により徴収月額は異なる。）

　徴収月額は、子育て支援医療充当依頼書の提出により、医療費は子育て支援医療、食事療養は保護者負担となる。

・助成する負担割合は【公費負担額ー保護者負担額】の１/２は国、残りは１/４ずつ県と市で負担する。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

事務事業名 未熟児養育医療給付事業 事務事業コード 212-106-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 和田　充人

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 544

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 母子保健法及び母子保健法施行規則

条例・要綱等 新庄市未熟児養育事業実施要綱及び新庄市医療給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 未熟児養育医療給付事業費 予算コード 01-030201-0006

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

養育のため病院に入院することを必要とする未熟児に対し、指定養育
医療機関において、その養育に必要な医療の給付を行うことにより、未
熟児を抱える世帯の経済的負担の軽減を図る。 事

業
内
容

出生時の体重が2,000ｇ以下で、生活力が特に薄弱で、運動不安や痙
攣等の症状を示す乳児が指定養育医療機関へ入院した場合に、入院
費用を支給する。未熟児の属する世帯から当該世帯の所得税額に応
じて費用徴収を行う。

対
象

養育のため入院することを必要とする１歳未満の未熟児

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

未熟児の健全な成長を実現する。 実
施
形
態

市直営

- -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績 -- - -

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

見込 45 9 2
-

説明（算式等） 達成率

指標名称 養育医療券交付者（人）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

7 6

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 給付額（千円）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2目標

見込 1,0591,374 2,047 584 977 1,501
-

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

養育医療費の交付を受けた子に係る一部負担金を給付することにより、当該世帯の経済的負担の軽減が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 1,0672,008 2,246 594 1,176 1,509 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金 719727 530 454 454 803

県支出金 3590 228

受益者負担 296297 143 55 34

284 17

その他特財

401 手数料 1

医療給付費 1,059

一般財源 -307700 1,556 85 460

消耗品費 7658

-353

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

212-106-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

○ ● ○ ○ ●

○ 平成

○ 始期 年度 ～ 終期

● 昭和 47

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

児童手当

3歳未満　　　　　　　　　　　　　　　　

小学校修了後中学校修了前　　　

特例給付

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

委託料 444

印刷製本費 41

通信運搬費

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

231

児童手当 460,750

一般財源 72,85586,922 87,515 84,206 81,806

810

主な歳出の内訳

その他特財

74,161 消耗品費71,32685,801 86,313 83,034 80,633

受益者負担

318,095390,939 393,218 378,882 366,806 332,229

567,046 546,122 529,245 481,598

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

75,208

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

中学生までの対象児童がいる家庭の経済的な支援が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

R2目標

実績
-

達成率

成
果
指
標

指標名称 ―
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

2,269 2,198

Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 各年度3月末現在 達成率

指標名称 受給者数（人）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 2,0892,540 2,471 2,366

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 2,0892,540 2,471 2,366 2,198

その他　（

対
象
指
標

指標名称 受給者数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ29

目
指
す

状
態

家庭における経済的支援を図り、安心して子育てができる環境を整備 実
施
形
態

市直営

2,269

目
的

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で応援する制度

事
業
内
容

0歳から中学校修了前(15歳になった後、最初の3月31日)の子どもを養
育している者に支給する。
児童手当は、3歳未満15,000円。3歳以上小学校修了前の第1・2子は
10,000円。3歳以上小学校修了前の第3子以降は15,000円。中学校修
了前10,000円。特例給付は5,000円。

対
象

0歳から中学校修了前(15歳になった後、最初の3月31日)の子どもを養
育している者。（平成24年度より所得制限による特例給付あり）

01-030202-0700

事業期間

単年度 事業年度

期間限定

単年度繰り返し（継続） 開始年度

年度

年度

年度～

説明事業

法令根拠 児童手当法第８条

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童手当支給事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 早坂　由紀

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 545

事務事業名 児童手当支給事業 事務事業コード 212-107-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

15,000円

3歳以上小学校修了前　第1・2子　 10,000円

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28

3歳以上小学校修了前　第3子     15,000円

10,000円

　5,000円

平成22年4月より児童手当が子ども手当に変更され、支給対象が中学生まで拡大され、所得制限がなくなったため
受給者数が増加。24年4月から児童手当に再度変更されたが、支給対象に変更はない。ただし、所得制限が設けら
れ制限を超えた場合は一律5,000円の特例給付対象となった。

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 462,276563,662

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

212-107-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

○ ● ○ ○ ●

○ 平成

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 14

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《支給者数》

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

R2 ３５６人

R1 ３６６人

(独自事業は基本的に令和2年まで）

Ｈ29 ４１５人

Ｈ30 ３９７人

-

Ｈ24 ４３０人

４１９人

Ｈ23 ４３２人

Ｈ25 ４２７人

Ｈ26 ４２６人

Ｈ21 ３９７人

Ｈ22

児童扶養手当（扶助費）

主な歳出の内訳

消耗品費 56

印刷製本費

175,108

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

14

通信運搬費 178

一般財源 116,987121,464 127,635 127,933 126,145 155,054

58,36960,508 63,323 63,848 62,804 77,087

181,972 190,958 191,781 188,949 232,141

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

ひとり親家庭等の児童が育成されるための経済的支援と自立の促進が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

Ｈ30 R1 R2目標

366
説明（算式等） 達成率

428 418 415 397

成
果
指
標

指標名称 支給者数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

実績 356

説明（算式等） 達成率

R2計画

実績 4366 46 39 49 34
-

活
動
指
標

指標名称 新規認定件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の経済的支援
と自立の促進を図る。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

母子.父子家庭等の生活の安定と自立の促進を通して、児童の福祉の増
進を図る。

事
業
内
容

制度の支給要件に該当する母子家庭等へ適正に手当が支給されるよ
う事業の周知と相談に努め、児童扶養手当を支給する。

対
象

１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者又は２０歳未
満で法令で定める程度の障害状態にある児童を監護する父若しくは母
若しくは父若しくは母が監護しない場合において当該児童を養育する養
育者。

予算コード 01-030202-0500

事業期間

単年度 事業年度

期間限定

単年度繰り返し（継続） 開始年度

年度

年度～

評価事業 説明事業

法令根拠 児童扶養手当法第４条

条例・要綱等

佐々木　淳司

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分

事務事業コード 212-108-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者

事務事業名 児童扶養手当支給事業

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童扶養手当支給事業費

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

Ｈ28 ４１８人

Ｈ27 ４２８人

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 175,356

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

212-108-36(R02実績評価)



H2 1 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H12 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 Ｒ2

基本的生活習慣 66 89 74 64 110 164 135

発達・発育 60 71 47 30 38 97 98

医学的問題 13 19 13 4 13 5 10

生活習慣 89 120 53 47 95 160 179

その他 21 15 20 11 31 89 6

249 314 207 156 287 515 428

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00 00

内
　
訳

国庫支出金

・コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、わらすこ広場を臨時休業した期
間においても、相談業務は継続した。

（役務費）手数料・通信運搬費・保険料 145

（使用料及び賃借料）使用料及び賃借料 144

（報酬）会計年度任用職員報酬 3,810

（需用費）修繕料・消耗品費・食糧費 570

（職員手当等）会計年度任用職員手当 268

0

その他特財

26

3,057 2,185 2,196 1,794 1,827

受益者負担

県支出金

2,5323,057 2,185 2,196 1,794 1,827

2,532

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 5,0646,140 4,370 4,392 3,588 3,654 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

保護者からの相談に対し、具体的かつ丁寧に対応することで、子育てへの不安の解消につながった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2目標

実績 428314 207 156 287 515
-

成
果
指
標

指標名称
市地域子育て支援センターにおける相談
件数（件）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率 60.0%60.0% 60.0% 60.0% 60.0% 60.0%

R2計画

実績 33 3 3 3 3
5

活
動
指
標

指標名称 子育て支援センター施設開設数（施設）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,6171,941 1,877 1,816 1,720 1,650

その他　（

対
象
指
標

指標名称
子育て世帯数
(０～９歳の子どもがいる世帯数）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

「わらすこ広場」と一体となり開設し、子育てに対する不安や負担感へ
の適切な助言を行うことで地域の子育て応援体制を確保する。また、
SNSの活用も併せて人と人との交流を通し、情報交換を出来る環境を
提供する。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

核家族が増えているなか子育てに対して不安感や負担感をもつ母親
や、支援を必要とする家庭が増えている。このような状況にある母親や
家族の相談に対応して助言や指導をしながら子育て応援をすることを
目的とする。

事
業
内
容

「わらすこ広場」内に地域子育て支援センターを週６日開設（休館日は
水曜日）。担当職員として保育士３名を配置し、育児の悩み等の相談・
子育てサークルへの支援と育成・地域保育資源の情報提供や広報を
実施する。相談指導の方法は、来所や電話での対応だけでなく、市内
の公共施設を利用した出張広場（遊びの広場）、さらには、SNSを活用
した相談事業を実施する。対

象

子育てをしている父母やその家族

01-030201-0500

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市地域子育て支援センター事業実施要綱　新庄市特別保育事業費補助金交付要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項１目 子育て支援センター事業費 予算コード

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 563

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐藤　晃成

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

計

事務事業名 子育て支援センター事業 事務事業コード 212-201-36
総
合
計
画

相談内容

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

212-201-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S56 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《相談取扱件数》

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

R2 304 0 97 2 1

消耗品費

5 0 0 0 484
4 3 0 0 411

R1 426 1 39 13 0

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

4

一般財源 3,1141,706 1,769

11

負担金

旅費 2

会計年度任用職員報酬 3,097

1,766 1,758 2,601

主な歳出の内訳

その他特財

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 3,1141,706 1,769 1,766 1,758 2,601

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

家庭における諸問題の相談を受け、問題解決が図られた。また、他機関と連携し、事案の重大化を未然に防ぐことができた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

R2目標

実績 411410 343 500 545 484
-

達成率

成
果
指
標

指標名称 相談件数（件）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

196 191

Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

指標名称 開設日（日）
Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 195198 196 196

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

家庭における児童の養育における諸問題の相談を受け解決を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

家庭における児童の養育等の諸問題についての相談を受けることで、
家庭での子育てへの支援を図る。

事
業
内
容

相談、助言、支援等をすることにより、養育における問題解決を図る。
また、他機関と連携し、問題を未然に防ぐように努める。

対
象

児童と家族、またはそれらを取り巻く人々。

01-030202-0103

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市家庭児童相談室設置要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 家庭児童相談事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 佐々木　淳司

施策名 家庭における子育てへの支援 内線 547

事務事業名 家庭児童相談事業 事務事業コード 212-202-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名

410
H28 289 0 44 3

0 0 26 0 0 0

計
0 0 0 0 0 1 417

非行 性格行動 不登校 適正 育児・しつけ その他年度 養護 保健 障害
H26 381 0 35

0 7
H27 327 0 57

0 0 0 343
H29 449 0 43 0 0 6 0 0 2 500
H30 460 0 72 7 0 6 0 0 0 545

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

212-202-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H18 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

H29 H30 R1 R2

代表者会議 1回 1回 1回 1回

実務者会議 3回 3回 4回 4回

ケース検討会 24回 34回 31回 32回

家庭児童相談事業と連携した事業

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

事務事業名 要保護児童対策関連事業 事務事業コード 213-201-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する 担当者 三原みゆき

施策名 子どもの発育支援 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 児童福祉法第25条の2

条例・要綱等 新庄市要保護児童対策地域協議会設置要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童母子措置事業費 予算コード 01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

要保護児童等の早期発見や適切な保護を図る。

事
業
内
容

要保護児童等に関する個別の事例について、直接関わる担当者レベ
ルで検討する会議（個別ケース検討会議）を積極的に開催することはも
とより、実際に活動する実務者による会議（実務者会議）や構成員の代
表者による会議（代表者会議）を開催する。

対
象

虐待を受けている子どもを始めとする要保護児童及びその保護者。
（児童福祉法において「要保護児童」とは、保護者のない児童又は保護
者に監護させることが不適当であると認められる児童をいう。）

全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

要保護児童等の早期発見や適切な保護を図るために、要保護児童対
策地域協議会を設置し、関係機関がその子ども等に関する情報や考え
方を共有し、支援内容について協議を行うとともに、必要があると認め
た場合は適切な措置を行う。

実
施
形
態

市直営

- -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ30 R1 R2見込

実績 -- - -

R2Ｈ27

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 3730 26 28
-

説明（算式等） 達成率

指標名称 会議開催回数（回）

R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

38 36

Ｈ30 R1成
果
指
標

指標名称 協議された要保護児童等の延人数（人）
年度

活
動
指
標

年度

説明（算式等）

R2目標

実績 176117 136 137 154 173
-

達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

要保護児童の情報を交換、共有するとともに他機関と連携して、支援を必要とする児童の早期発見と早期支援に役立っている。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 00 0 0 0 0 主な歳出の内訳

内
　
訳

国庫支出金

県支出金

受益者負担

その他特財

一般財源 00 0 0 0 0

複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

213-201-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

1

4

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H28 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成 28

２．事務事業の概要

□ ■ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

【会員数】 Ｈ30 R1 R2

協力会員数 29 人　　 33 人　　 34 人 【委託業務内容】

依頼会員数 90 人 111 人 136 人 会員の募集、登録その他会員組織に関する業務

【委託料内訳】 援助活動に必要な講習会の開催

円 医療機関との連携体制の整備

円

円

合計 円

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

新庄市ファミリー・サポート・センター事業委託料

主な歳出の内訳

4,760

一般財源 1,9880 1,000 1,520 1,520 1,600

その他特財

4,760

県支出金 1,3861,000 1,520 1,520 1,580内

訳

国庫支出金 1,3861,000 1,520 1,520 1,580

受益者負担

3,000 4,560 4,560 4,760

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

周知に力を入れたことで利用会員が増え、利用の増加につながり、子育てと仕事の両立への安心感の確保につながった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

100
297% 180% 174%

事業費の算出根拠（R2）

説明（算式等） 達成率 211%- 77%

R2目標

実績 211- 77 297 180 174

成
果
指
標

指標名称 延べ利用件数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 協力会員と依頼会員の合計 達成率 213%- 63% 105% 149% 180%

R2計画

実績 170- 51 84 119 144
80

活
動
指
標

指標名称 登録会員数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

3,109
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 3,313- 3,755 3,662 3,551 3,433

その他　（

対
象
指
標

指標名称 ０歳～１２歳の利用対象児童数
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

緊急時の預かり等により、子育て世帯への支援を強化し、子育てへの
安心感の確保と少子化対策としていく。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

目
的

市子ども・子育て支援事業計画において推進していくべき事業としてお
り、仕事と育児を両立できる環境の整備により、子育て世帯への支援を
強化する。 事

業
内
容

子育て世帯の支援を行いたい者（協力会員）と支援を受けたい者（依頼
会員）を会員として組織し、地域における会員相互の援助活動を支援す
る。

対
象

協力会員：市内在住の２０歳以上の者
依頼会員：生後３か月から小学校６年生までの児童の保護者

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

法令根拠 子ども・子育て支援法

条例・要綱等 新庄市ファミリーサポートセンター事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 3款2項1目 子ども・子育て支援新制度事業費 予算コード 01-030201-1100

独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

担当者 加藤　正継

施策名 地域による子育て支援 内線 562

事務事業コード 214-101-36
総
合
計
画

3,600,428

924,865

234,707

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

保険料他

運営費

人件費

事業費　・・・　①

事務事業名 ファミリーサポートセンター事業

4,760,000

政策名 子育て環境を充実し、子どもの健やかな成長を支援する

事業区分

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

214-101-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S48 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

市町村民税所得割の額が23万5千円に満たない次に該当する者 本人負担額

・身障手帳１．２級所持者

・身障手帳１．２級所持者精神障害者保健福祉手帳１級所持者

・療育手帳Ａ所持者

・国民年金障害等級１級の障害基礎年金受給権者 なし

・公的年金各法の障害等級１級受給権者

・精神障がい者で恩給法特別項症、第１項症の受給権者

・特別児童扶養手当法施行令別表３の１級程度の者及び別表第１程度の２０歳以上の者

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 重度心身障がい（児）者医療給付事業 事務事業コード 232-208-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 成人福祉課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 須田　浩司

施策名 障がい者をともに支えていくシステムづくり 内線 546

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市医療給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款１項３目 重度心身障害（児）者医療給付事業費 予算コード 01-030103-0300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

医療保険の自己負担額を助成することにより、障がい者世帯の経済的
負担の軽減を図る。

事
業
内
容

対象者の医療機関での窓口負担を減額し、その分を県と市が折半で負
担する。

対
象

市内に住所を有する重度心身障がい(児)者（所得税賦課の有無によっ
て一部自己負担あり。）

目
指
す

状
態

障がい者世帯の経済的負担の軽減が図られること 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 －
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 -- - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称
重度心身障がい（児）者医療証交付者
（人）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 791772 757 754 842 808
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 給付額（千円）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 65,36874,637 75,573 74,939 74,367 70,377
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

医療証の交付を受けた重度心身障がい（児）者に係る一部負担金を給付することにより、当該世帯の経済的負担の軽減が図られ
た。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

事業費　・・・　① 66,91176,352 77,350 76,610 76,032 72,030

内

訳

国庫支出金

県支出金 31,71235,993 37,719 38,204 36,538 34,277

受益者負担

その他特財 3,0122,265 2,555 2,351

32,18740,359 39,631 36,141 36,939 35,402

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

医療給付費 65,368

協力費 819

手数料・レセプト償却費手数料 529

一般財源

【所得税課税者及びその被扶養者】

医療費の１割

【所得税非課税者及びその被扶養者】

消耗品費・印刷製本費 151

通信運搬費 44

事業費の算出根拠（R2）

主な歳出の内訳

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

232-208-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

2

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

○ 始期 年度 ～ 終期 年度

● 平成 30

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

・事前研修（スタートアップセミナー）参加人数 ２３名

H30 R1 R2 ・事後研修（アドバンストワークショップ） 　８名（オンライン開催に参加）

9 9 5 　→支援者用認定研修

9 11 6 ・事後研修（フォローアップセミナー） 　４名

R2年度参加者 　→保護者用振り返り研修

＊新型コロナウイルス感染症対策のため、参加者を市内在住者のみに限定し、参加人数も

　例年より少ない人数で開催した。

＊新型コロナウイルス感染状況を考慮し、フォローアップセミナーを講師を招かずに開催した。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

各年度参加人数

＊昨年度参加の支援者で昨年度

保護者

50

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

事務事業名 乳幼児期からの特別支援活動事業 事務事業コード 232-226-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち

564内線

事業区分

支援者

担当課 子育て推進課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 須貝　香央里

施策名 障がい者をともに支えていくシステムづくり

独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠 発達障害者支援法

条例・要綱等

予算・事務事業名 一般会計 　３款２項３目 特別保育事業費(児童福祉) 予算コード 01-030203-0208

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

平成２８年の法改正により、保護者に対しての相談・助言・紹介などを行う事
が定められた。発達上の困難や発達障害を有する子どもの育てにくさ、育児
困難は保護者の抑うつ状態などメンタルヘルスの問題にも関係するため、そ
うした保護者支援と適切な対応方法を身に付けるため。 事

業
内
容

宮城学院女子大学白石雅一教授を講師にペアレント・プログラムの開
催。全6回

令和元年度から、同講師による事前研修（スタートアップセミナー）を開
催。さらに事後研修、ファローｱップセミナーを開催。

対
象

発達障害をもつ児童の保護者及び育てにくいと感じている保護者。
保育士及び幼稚園教諭等の支援者。

目
指
す

状
態

保護者の日々の不安を解消し、適切な対応方法を身に付け、積極的な
子育てを行うことにより、子どもの発達を促し、適切な就学につながる。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 未就学児童(人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 1,352- - - 1,507 1,436
1,555

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 年間全６回の連続した研修事業（回）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 66 6
6

説明（算式等） 達成率 100.0%100.0% 100.0%
成
果
指
標

指標名称 参加人数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 1118 20
20

55.0%90.0% 100.0%

Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 保護者・支援者　定員各10名 達成率

250 195

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

「ペアレント・プログラム」の導入により、保護者への支援の取組及び保育関係者等への研修になり、発達障がいへの理解と支援が
深まった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28

　未受講の回(1.4回目)のみ受講

　＝２名

主な歳出の内訳

99125 97

197

48

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金

0 0 0 63 50

その他特財

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 研修負担金

報償費(謝金) 96

旅費(費用弁償) 17

役務費(通信運搬費) 6

1048

　〃　　（手数料） 30

62

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

232-226-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H16 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

■ □ □
□ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《相談件数》 （件） 《相談件数》 （件）

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□ その他

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

66 176
R3
R2 30

336
R1 75 43 59 60 237

R6
H28
H29

年度
H23

R4
H26
H27

H24
H25 36 4465 30 203

年度
H30

生活一般 児童 生活援護 福祉資金

106 64
計

92 74

93 327

生活一般 児童 生活援護 福祉資金 計
286 157 100 171 714
191 68 91 121 471

136 434
223 163 156 104 646
144 97 134 110 485

3,126 1,224

123 57 54

1,527 3,180

事務事業名 婦人相談事業 事務事業コード 233-108-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 佐々木　淳司

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市婦人相談員設置要綱・新庄市母子・父子自立支援員設置要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童母子措置事業費 予算コード 01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

母子家庭等の婦人の就労・家庭内暴力などの相談を受けることで、経
済面や精神面での安定を図る。

事
業
内
容

面談や電話による相談を受け、助言・指導を行う。必要に応じ関係機関
と連携して問題解決に向けた支援や措置を行う。

対
象

母子家庭及び婦人等

目
指
す

状
態

母子家庭等の婦人の経済的な相談、就労等の相談または家庭内暴力
などの相談を受けるため、母子自立支援・婦人相談員を配置し問題の
解決を図る。また、母子ともに生活面や精神的な安定を図るため、母子
生活支援施設への入所措置なども行う。

実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2見込

実績 -- - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 開設日（日）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2計画

実績 195194 197 196 198 191
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 相談件数（件）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2目標

実績 176485 507 327 336 237
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

婦人相談員による、母子家庭等の経済的な相談、就労等の相談またはＤＶ等の相談に対し、問題の改善、解決を図ることができ
た。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 1,8115,719 7,278 4,439 7,524 2,978

内
　
訳

国庫支出金 6872,476 2,764 2,171

一般財源 1,1242,254 3,132

県支出金 0989 1,382 741 1,218 267

受益者負担

その他特財

会計年度任用職員報酬 1,781

消耗品費 27

負担金 3

146 86 133 142 507 R5

1,487

主な歳出の内訳

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

233-108-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 S48 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 昭和

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○対象条件

母子及び寡婦福祉法に規定する配偶者のいない女子又はこれに準ずる男子で18歳以下の児童を扶養している者で、前年又は

前々年の所得について所得税が課税されていない者及びその者により扶養されている児童。

母子及び母子寡婦福祉法附則第3条第1項に規定する父母の無い児童で18歳以下の者。ただし所得税が課税された者に扶養

されている者を除く。

○助成内容

医療機関を受診した際に支払う一部負担金を免除して、代わりに当該負担金を市が負担する。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

通信運搬費 17

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 10,81810,481

医療給付費 20,727

手数料 638

消耗品費 36

11,763 10,780 10,982 11,293

その他特財

10,434 11,915 11,076 11,087 11,398

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金

県支出金 10,600

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 21,41820,915 23,678 21,856 22,069 22,691 主な歳出の内訳

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

医療証の交付を受けたひとり親家庭世帯に係る一部負担金を給付することにより、当該世帯の経済的負担の軽減が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2目標

実績 20,72720,122 22,908 21,103 21,270 21,887
-

成
果
指
標

指標名称 給付額（千円）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2計画

実績 620774 757 735 706 642
-

活
動
指
標

指標名称 ひとり親医療証交付者（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 -- - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称 -
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

母子家庭・父子家庭等の経済的負担の軽減が図られる。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

医療保険の自己負担額を助成することにより、ひとり親家庭等の経済
的負担の軽減を図る。

事
業
内
容

対象者の医療機関での窓口負担を減額し、その分を県と市が折半で負
担する。

対
象

市内に住所を有するひとり親家庭等（就労等により一定の収入を得て
生計を維持していること、所得税が課税されていないことが要件）。

01-030202-0300

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市医療給付事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 母子家庭等医療給付事業費 予算コード

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

担当課 子育て推進課

政策名 ともに支え合い、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 佐々木　淳司

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事務事業名 ひとり親家庭等医療給付事業 事務事業コード 233-110-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

□

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

233-110-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H23 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○事業実施内容

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

■

□

□

〇訓練修了支援給付金　非課税世帯50,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　 　課税世帯25,000円

[支給内容]：〇市町村民税非課税世帯　100,000円/月 〇養成課程修了までの最後の12月　非課税世帯140,000円

　　　　　　　　　　　　　 　 　 課税世帯　  　70,500円/月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課税世帯110,500円

●令和2年度：入校者なし

一般財源 00 0 0

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

主な歳出の内訳

195 353

その他特財

受益者負担

県支出金

776 1,200

内
　
訳

国庫支出金 00 0 581 847

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

令和2年度において支給対象者の該当はなかったが、ひとり親家庭等の経済的支援と生活の安定に役立つ資格を取得するための
支援を講じることは、ひとり親家庭等の生活の向上を図るうえで必要な支援策であり、引き続き資格の取得促進に向けて進めていく。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2目標

実績 00 0 1 1
-

成
果
指
標

指標名称 受給者数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

説明（算式等） 達成率

R2計画

実績 -- - - - -
-

活
動
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

-
説明（算式等） 達成率

Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - -

その他　（

対
象
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

目
指
す

状
態

母子家庭又は父子家庭の生活の安定を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局

（期限の定めの無い事業）

目
的

母子家庭の母又は父子家庭の父に対し、就職の際に有利となり、か
つ、生活の安定に役立つ資格の取得を促進する。

事
業
内
容

看護師、介護福祉士、保育士等の資格を習得するため、養成機関にお
いて、１年以上のカリキュラムを修業し、資格の取得が見込まれる者に
給付金を支給する。

対
象

本市に住所を有する母子家庭の母又は父子家庭の父で現に児童を扶
養している者等

01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～

説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市母子家庭等高等職業訓練促進給付金等支給事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 児童母子措置事業費 予算コード

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業

政策名 ともに支えあい、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 佐々木　淳司

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 547

0

事務事業名 母子家庭等高等職業訓練促進給付金等支給事業 事務事業コード 233-112-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

第5次総合計画に掲載されている事務事業

□ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　① 00

・平成30年度～令和元年度：資格取得のため福祉専門学校へ入校（通信教育課程）1名（課税世帯）

　※就業期間の全期間が対象（上限4年に拡大）

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

233-112-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 H28 年度 ～ 終期 R2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ □ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

○事業内容

ひとり親家庭の親の主体的な能力開発の取組みを支援し、自立の促進を図るため、指定教育訓練講座を受講するために

支払った費用の一部を支給する。

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

□

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

■ 統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：母子家庭等対策総合支援事業

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

事務事業名 母子家庭等自立支援教育訓練給付金支給事業 事務事業コード 233-113-36
総
合
計
画

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 ともに支えあい、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 佐々木淳司

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市母子家庭等自立支援教育訓練給付金支給事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 3款2項2目 児童母子措置事業費 予算コード 01-030202-0101

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発の取組みを支援
し、母子家庭及び父子家庭の自立の促進を図る。

事
業
内
容

教育訓練の受講のために支払った費用（入学料及び授業料に限る）の
６割に相当する額を支給する。ただし、その６割に相当する額が２００，０
００円を超える場合の支給額は２００，０００円とし、１２，０００円を超えな
い場合は訓練給付金の支給は行わない。

対
象

本市に住所を有する母子家庭の母又は父子家庭の父で現に児童を扶
養している者等

目
指
す

状
態

母子家庭及び父子家庭の生活の安定を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 - - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 -- - - - -
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 受給者数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 0- 0 0 0 0
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

令和2年度における対象者はいなかった。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

00 0 0 0

内
　
訳

国庫支出金 00 0 0 0

県支出金

受益者負担

0 0 0 0

その他特財

主な歳出の内訳

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 00

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

233-113-36(R02実績評価)



Ｒ 2 事後 事務事業評価（実績評価）
（シートＡ）

１．基本事項

2

3

3

● ○ ○ ● ○

○ 平成 年度

● 始期 R2 年度 ～ 終期 Ｒ2 年度

○ 平成

２．事務事業の概要

□ ■ □
■ □ □
□ □ )

３．実施状況

（指標の内訳や指標以外の年次別数値、事業内容等の補足説明）

《参加人数》

４．投入資源 （単位：千円）

５．第５次総合計画における取り扱い

□

□

□

13人

分割後の事務事業名：

終了 令和2年度をもって終了となった事務事業

その他

今後の方向性 理由等

現行 第5次総合計画に掲載されている事務事業

■

事業費の算出根拠（R2）

事業費　・・・　①

事務事業名 ひとり親家庭等学習支援事業 事務事業コード 新規
総
合
計
画

Ｒ2

基本目標 みんな健康で、笑顔あふれるまち 担当課 子育て推進課

政策名 ともに支えあい、安心して暮らせる地域をつくる 担当者 佐々木　淳司

施策名 家庭生活を支えていくシステムづくり 内線 547

事業区分 独自事業 法定事業 内部事業 評価区分 評価事業 説明事業

法令根拠

条例・要綱等 新庄市ひとり親家庭等学習支援事業実施要綱

予算・事務事業名 一般会計 ３款２項２目 子どもの生活・学習支援業費 予算コード 01-030202-08

事業期間

単年度 事業年度 (１年限りの事業）

期間限定 (独自事業は基本的に令和2年まで）

単年度繰り返し（継続） 開始年度 年度～ （期限の定めの無い事業）

目
的

児童扶養手当の支給を受けているひとり親家庭等の子どもに対し、学
習支援及び生活習慣の習得支援を実施することにより、ひとり親家庭等
の子どもの生活の向上を図る。 事

業
内
容

特定非営利法人福祉サポートセンター山形に委託し、集合型による学
習支援をひとり親家庭等の小・中学生１５人程度を参加対象に実施。
開催日時は月２回程度で、夏・冬休みを含めて年間４０回程度を予定。
基礎的な学力の向上を図るための学習支援を実施するとともに、基本
的な生活習慣の習得支援や生活指導を行う。

対
象

本市に住所を有するひとり親家庭等の小学生及び中学生。

目
指
す

状
態

ひとり親家庭等の生活の向上・安定を図る。 実
施
形
態

市直営 全部委託 一部委託

補助・負担 市民協働 指定管理

事務局 その他　（

対
象
指
標

指標名称
児童扶養手当受給者対象児童数
（小・中学生）

年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2見込

実績 220- - - - -
-

説明（算式等） 達成率
活
動
指
標

指標名称 開設日（日）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2計画

実績 20- - - - -
-

説明（算式等） 達成率
成
果
指
標

指標名称 参加人数（人）
年度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2目標

実績 13- - - - -
-

説明（算式等） 達成率

補
足
説
明

成果（どのような状
態になったか）

ひとり親家庭等へ学習支援を行うことにより、家庭への経済的負担の軽減及び児童の学習意欲を高め、生活の向上が図られた。

年　　度 R2Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

1,009- - - - -

受益者負担
内
　
訳

国庫支出金 762

県支出金

その他特財

1,005

□ 分割
当該事務事業を目的などに応じて分割し、第5次総合計画に掲載されている事務事業

一般財源 247

統合
複数の事務事業を統合し、第5次総合計画に掲載となった事務事業

統合後の事務事業：母子家庭等対策総合支援事業

（小学生6人、中学生7人）

《参加内訳》 《実施内容》

6月～3月　合計20回　子ども食堂を同時開催。

主な歳出の内訳

消耗品費 4

委託料

(
P
L
A
N
)

計

画

(
D
O

)
 

実

行

評

価

233-新規(R02実績評価)
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	211-101-36(R02実績評価)

	211-102-36児童館運営事業【済】五十嵐
	211-102-36(R02実績評価)

	211-103-36認可外保育施設乳幼児育成支援事業【済】日塔
	211-103-36(R02実績評価)

	211-104-36私立幼稚園教育振興事業補助金交付事業【済】佐藤
	211-104-36(R02実績評価)

	211-105-36第３子以降の児童保育料免除事業【済】加藤
	211-105-36(R02実績評価)

	211-107-36市立保育所管理運営事業【済】佐藤
	211-107-36(R02実績評価)

	211-108-36地域子ども・子育て支援事業【済】加藤
	211-108-36(R02実績評価)

	211-110-36子ども・子育て支援事業計画関連事業【済】三原
	211-110-36(R02実績評価)

	211-111-36児童館等使用料免除事業【事業廃止】
	211-111-36（R1実績評価）

	211-112-36障がい児保育支援事業【済】須貝
	211-112-36（R1実績評価）

	211-113-36子ども食堂開設支援事業【済】三原
	211-110-36(R02実績評価)

	211-114-36第２子保育料半額免除事業【済】
	211-105-36(R02実績評価)

	211-115-36病児保育事業利用料半額助成事業【済】日塔
	新規(R02実績評価)

	211-201-36放課後児童健全育成事業（学童保育）【済】佐藤
	211-201-36(R02実績評価)

	211-202-36明倫学区義務教育学校併設放課後児童クラブ整備事業【済】有江
	211-202-36(R02実績評価)

	211-203-36新庄小学校併設放課後児童クラブ開設工事事業【済】有江
	211-202-36(R02実績評価)

	211-301-36わらすこ広場管理運営事業【済】佐藤
	211-301-36(R02実績評価)

	212-101-36子育て支援医療給付事業[済]和田
	212-101-36(R02実績評価)

	212-104-36小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業【済】和田
	212-104-36(R02実績評価)

	212-106-36未熟児養育医療給付事業[済]和田
	212-106-36(R02実績評価)

	212-107-36児童手当支給事業【済】早坂
	212-107-36(R02実績評価)

	212-108-36児童扶養手当支給事業【済】佐々木
	212-108-36(R02実績評価)

	212-201-36子育て支援センター事業【済】佐藤
	212-201-36(R02実績評価)

	212-202-36家庭児童相談事業【済】佐々木
	212-202-36(R02実績評価)

	213-201-36要保護児童対策関連事業【済】三原
	213-201-36(R02実績評価)

	214-101-36ファミリーサポートセンター事業【済】加藤
	214-101-36(R02実績評価)

	232-208-36[令和３年度より成人福祉課へ移動]重度心身障がい（児）者医療給付事業［済］和田
	232-208-36(R02実績評価)

	232-226-36 乳幼児期からの特別支援活動事業【済】須貝
	232-226-36(R02実績評価)

	233-108-36婦人相談事業【済】佐々木
	233-108-36(R02実績評価)

	233-110-36ひとり親家庭等医療給付事業【済】佐々木
	233-110-36(R02実績評価)

	233-112-36母子家庭等高等職業訓練促進給付金等支給事業【済】佐々木
	233-112-36(R02実績評価)

	233-113-36母子家庭等自立支援教育訓練給付金支給事業【済】佐々木
	233-113-36(R02実績評価)

	233-114-36ひとり親家庭等学習支援事業【済】佐々木
	233-新規(R02実績評価)


